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１．はじめに

　建築物の火災時には，日常的に使用する電力が途切
れたとしても，非常用エレベータや消防用ポンプ等の
非常用動力設備が必要になる．これらの設備に電力を
供給するための消防用電力ケーブルは耐火電線と呼ば
れ，我が国では，平成9年消防庁告示第10号 1)「耐火
電線の基準」に基づく耐火試験（以下，告示法）によ
り，合否判定が行われている．告示法は我が国独自の
耐火試験方法であり，専用の小型加熱炉（炉内幅0.46 
m，高さ1.24 m）を用いて，JIS A 13042)の標準加熱曲
線Bに規定の温度で耐火電線を30分間加熱し，その
時の耐火電線の電気特性と電線被覆樹脂の延焼距離を
測定する．
　海外ではケーブルの耐火試験として，欧州を中心に
IEC 60331シリーズ 3-5)が用いられている．試験体の加
熱は，火炎温度が830℃となるように調整したプロパ

ンガス流量が一定のリボンバーナを用いて，バーナ火
炎をケーブルに直接当てることにより行う．告示法の
ように時間と共に炉内温度が上昇するような加熱方法
ではなく，バーナの温度は一定である．北米では，
UL 21966)のケーブルの耐火試験が用いられている．
試験体の加熱は，縦3.66 m，横3.66 m以上の大型の壁
炉を用いて，ケーブルを炉内壁面に取り付けて行う．
炉内の加熱は，告示法の加熱曲線と類似の温度曲線で
ある．一方，耐火試験方法としては，壁や床等の建築
構造部材を対象とした ISO 834-17)が国際的に普及して
おり，国内でも採用されている．試験体の加熱は，壁
炉や水平炉等を用いて行う．壁炉では，加熱面の大き
さは縦3 m，横3 m以上であり，告示の小型加熱炉に
比べて大型である．
　近年の経済のグローバル化の中，世界貿易機関
（WTO）の貿易の技術的障害に関する協定（TBT協定）
では，関連する国際規格，国際的な指針等がある場合
には，原則として当該規格，指針等を基礎として使用
することを求めている 8)．そのため，告示法の加熱曲
線を規定する JIS A 1304は，2017年の改正時に，対応
国際規格である ISO 834シリーズとの整合化が図られ，
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新たに ISO 834-1に基づく加熱曲線が標準加熱曲線A
として追加された．これにより，ISOに整合した標準
加熱曲線Aと従来の加熱曲線である標準加熱曲線Bが
併記されることになった．しかしながら，JIS A 1304
の解説欄には懸念事項として，「今回の改正では，標
準加熱曲線は，対応国際規格による “標準加熱曲線A”
及び旧規格による “標準加熱曲線B” を併記したが，
将来的には，標準加熱曲線Aに統一すべきと考えられ
る．」と記されていることから，将来的な加熱曲線の
一本化を前に，加熱曲線の違いによる影響を調べてお
くことが望まれる．また，加熱曲線以外にも告示法と
ISO 834-1とでは試験条件の細部が異なり，例えば告
示法では，炉内温度制御用熱電対に露出型シース熱電
対を用いるのに対し，ISO 834-1ではプレート熱電対 9) 

が指定されている．松山ら 10)は，壁用耐火試験炉にお
いて鋼管入り熱電対，シース熱電対，裸熱電対および
プレート熱電対により炉内温度を測定し，その差を検
討している．原田ら 11)は，建築構造用の耐火炉を用い
て，制御用熱電対の形状の違いが試験体への流入熱流
に影響を与えることを指摘している．また，Sultan12,13)

は，プレート熱電対で制御する場合，壁炉と床炉とい
った炉の形状の違いが，試験体への流入熱流に影響を
与えることを示している．
　しかし，消防庁告示の小型加熱炉を用いて，試験方
法を ISO 834-1へ整合させた場合の影響を調査した事
例はなく，その性状は明らかになっていない．そこで
本研究では，消防庁告示の小型加熱炉を用いて，ケー
ブルを設置しない空炉の状態で加熱実験を行い，試験
条件を ISO 834-1に整合させた場合の炉内温度と熱流
束を測定した．そして，測定結果を比較することで，
ISO 834-1へ整合化すると仮定した場合の影響を考察
した．なお，整合化の方法には，告示法から海外の耐
火試験法である IEC 60331や建築構造部材を対象とし
た ISO 834-1の試験方法へ移行する方法と，告示法の
小型加熱炉をベースに試験条件を ISO 834-1等に整合
させるという2つの方法が考えられるが，本研究では
後者のアプローチで国際的にも整合する試験方法の可
能性を探ることとし，前者については別途検討するこ
ととした．

２．実験方法

2.1　実験概要
　消防庁の登録認定機関である（一社）電線総合技術
センターの耐火電線用小型加熱炉（以下，認定炉）を
用いて，2.2節に示す実験条件で，試験体を設置せず
に30分の加熱を行った．認定炉の模式をFig. 1に示
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Fig. 1 Schematic diagram of the heating furnace.

す．認定炉の炉内寸法は，幅0.46 m，高さ1.24 m，奥
行はバーナ壁面から制御用熱電対までの距離が0.25 m
である．けい酸カルシウム板側の炉壁はスライド式で
あり，上下左右の両端に約10 mmの隙間がある．バ
ーナの燃料にはプロパンガスを使用した．認定炉では，
Fig. 1で示すように，試験体である耐火電線を炉内に
設置するための高さ0.115 mのスリット状の開口部が
設けられており，炉が密閉されていないため，密閉型
の ISO 834-1の建築構造用の耐火炉に比べて，炉内温
度は不均一になりやすい．告示法と ISO 834-1の試験
条件（以下，ISO法）の主要な相違点である加熱曲線，
制御用熱電対の形状，制御用熱電対と炉壁材のけい酸
カルシウム板（以下，ケイカル板）との距離をパラメ
ータとして，炉内温度とケイカル板表面位置での熱流
束を測定した．パラメータの詳細は2.3節に示す．

Table 1 List of test conditions

No. Temperature 
curve

Control 
thermocouple

Distance between the 
control thermocouple and 
the calcium silicate board

No.1 FDMA curve Bare tip 10 mm
No.2 FDMA curve Bare tip 100 mm
No.3 FDMA curve Plate 100 mm
No.4 ISO curve Plate 100 mm
No.5 ISO curve Bare tip 100 mm
No.6 ISO curve Bare tip 10 mm

2.2　実験条件一覧
 実験を行った条件をTable 1に示す．FDMA curveは，
告示法の加熱曲線であり，JIS A 1304の標準加熱曲線
Bである．実験は全部で6回行い，そのうち3回が告
示法の加熱曲線，3回が ISO法の加熱曲線である．制
御用熱電対は露出型熱電対が4回，プレート熱電対が
2回である．制御用熱電対とケイカル板距離は，告示
法の規定である10 mmが2回，ISO法の規定である
100 mmが4回である．実験1は，3条件ともすべて告
示の条件である．実験2は，告示法の条件から制御用
熱電対とケイカル板の距離のみを ISO法に変更した条
件である．実験6は，告示法の条件から加熱曲線のみ
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を ISO法に変更した条件である．実験4は，3条件全
てを ISO法にした条件である．
2.3　実験条件
（1）加熱曲線の種類
　加熱曲線は，告示法の加熱曲線（以下，告示曲線）
と ISO法の加熱曲線（以下，ISO曲線）の2条件とした．
告示曲線は，JIS A 1304では5分毎の温度のみが規定
されているが，実務的には滑らかな温度上昇となるよ
うに補間した．ISO曲線は，ISO 834-1において，式
(1)に示す加熱曲線が規定されている．

T=345 log10 (8t + 1) + 20  (1)
　　T：加熱温度 [℃]
　　t：時間 [min]
　加熱曲線は，Fig. 2に示すように，ISO曲線の方が
告示曲線よりも加熱開始直後の温度上昇が大きく，7
分頃までは ISO曲線の方が温度は高い．それ以降は逆
転し，告示曲線の方が温度はやや高くなるが，30分
頃にはほぼ同等の温度となる．
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などの炉によって異なる特性が耐火試験結果に及ぼす
影響を抑制するため，入射熱流を標準化する目的で使
用されている．実験に使用したプレート熱電対は，金
属シース外径1 mmのシース熱電対を，0.7 mm厚のニ
ッケル合金板と10 mm厚の無機断熱材で挟んだ構造
であり，ニッケル合金板をバーナ側，無機断熱材面を
試験体側に向けて使用した（Fig. 3 (c)）．
　各実験では，露出型熱電対又はプレート熱電対のい
ずれかを制御用熱電対とした．その際，他の2種類の
熱電対は測定用熱電対とした．ただし，制御用熱電対
とケイカル板の水平距離を告示に規定の10 mmとす
ると，プレート熱電対に厚みがあるためにケイカル板
と干渉し，炉内にプレート熱電対を設置できなかった
ため，プレート熱電対での測定は，Table 1の制御用
熱電対とケイカル板の距離が100 mmの条件でのみ実
施した．

Fig. 2 Comparison of FDMA and ISO curves.

（2）制御用熱電対の形状
　制御用熱電対の形状の違いによる影響を調べるた
め，露出型シース熱電対（以下，露出型熱電対），非
接地形シース熱電対（以下，シース熱電対），プレー
ト熱電対の3種類を用いた．告示法では，炉内温度制
御用熱電対の仕様について，K熱電対を用いることの
みを規定し，応答性に影響を与える可能性のある熱電
対の太さや形状は規定していないが，認定炉では金属
シース外径6.4 mm，素線径1 mmの露出型熱電対が慣
用的に使用されていることから，実験においても同仕
様の露出型熱電対を用いた（Fig. 3 (a)）．
　シース熱電対は，JIS A 1304に規定される国内の建
築構造用の耐火試験で使用されている．実験には金属
シース外径3.2 mm，素線径0.5 mmのシース熱電対を
用いた（Fig. 3 (b)）．露出型熱電対との素線の違いに
よる差を調べるため保護管は用いなかった．
　プレート熱電対は，ISO 834-1に規定されており，
炉内の輝炎ガスからの放射や，炉の内張材料の熱慣性

Fig. 3 Types of Thermocouples

（3）制御用熱電対とケイカル板の距離
　制御用熱電対と試験体の水平距離は，告示法では
10 mm，ISO法では100 mmと異なる．本実験では試
験体を設置せずに加熱するため，Fig. 4に示すように，
ケイカル板表面を試験体想定位置として，ケイカル板
と制御用熱電対までの距離を告示法の10 mm又は ISO
法の100 mmとした．制御用熱電対の高さは告示の規
定に従い，ケイカル板中央高さから75 mm下方とし
た．バーナ壁面から制御用熱電対までの距離は，告示
法の規定に従い，250 mmとした．露出型熱電対とシ
ース熱電対は，ケイカル板を貫通させて所定の位置へ
合わせ，ケイカル板の非加熱面側で固定した．プレー
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ト熱電対は，炉の側面の開口部から，棒状の固定具を
用いて炉内に設置した．

Fig. 4  Schematic of location of the control thermocouple and the 
calcium silicate board (Side view of furnace interior)

３．実験結果

　各実験の炉内温度とケイカル板への熱流束の測定結
果をFig. 6に示す．いずれも左縦軸が温度，右縦軸が
熱流束である．実験1（加熱曲線は告示曲線，制御用
熱電対は露出型熱電対，制御用熱電対とケイカル板距
離は10 mm）では，炉内制御用熱電対である露出型熱
電対の温度は，加熱3分頃までは告示の加熱曲線より
も低いが，それ以降は加熱曲線と良好に一致した．露
出型熱電対と並列設置したシース熱電対の温度は，加
熱開始から加熱終了まで露出型熱電対とほぼ一致し，
同等の応答性であった．ケイカル板表面温度は，加熱
開始直後から加熱終了時まで，制御用熱電対よりも常
に高く，30分時点では，約50℃高かった．これは，
高温の火炎からの放射熱のためと考えられる．ケイカ
ル板表面位置での熱流束は，時間と共に増加し，30
分時点で約125 kW/m2であった．30分時点での炉内温
度 (840℃)に対応する黒体放射は87 kW/m2であり，そ
れよりもかなり大きい．このような大きな熱流束とな
るのは，ケイカル板表面にバーナからの高温の火炎が
接近している状況と考えられる．
　実験2（加熱曲線は告示曲線，制御用熱電対は露出
型熱電対，制御用熱電対とケイカル板距離は100 
mm）では，炉内制御用熱電対である露出型熱電対の
温度は，加熱3分頃までは告示の加熱曲線よりもやや
低いが，それ以降は加熱曲線と良好に一致した．露出
型熱電対と並列設置したシース熱電対の温度は，露出
型熱電対の温度よりも加熱開始から加熱中盤までやや
高く，その後は露出型熱電対とほぼ一致した．プレー
ト熱電対の温度は，加熱開始から10分頃までは露出
型熱電対よりも低いが，それ以降は露出型熱電対とほ
ぼ一致した．ケイカル板表面温度は，加熱開始直後か
ら加熱終了時まで，制御用熱電対よりも大幅に低く，
30分時点では，約250℃低かった．ケイカル板表面位
置での熱流束は，時間と共に増加し，30分時点で約
70 kW/m2であった．
　実験3（加熱曲線は告示曲線，制御用熱電対はプレ
ート熱電対，制御用熱電対とケイカル板距離は100 
mm）では，炉内制御用熱電対であるプレート熱電対
の温度は，加熱2分頃までは告示の加熱曲線よりも低
いが，それ以降は加熱曲線と良好に一致し，告示の小
型加熱炉の装置構成でもプレート熱電対による温度制
御が可能であった．露出型熱電対とシース熱電対の温
度は，加熱開始から加熱中盤まではプレート熱電対よ
りも高かった．特に加熱開始直後は，露出型熱電対お
よびシース熱電対の温度はプレート熱電対の温度より

2.4　測定方法
　ケイカル板表面温度とケイカル板表面への熱流束及
び制御用熱電対位置における3種類の熱電対の温度を
2秒間隔で測定した．これらの位置関係をFig. 5に示
す．図中のHFMは，熱流束計である．ケイカル板表
面温度とケイカル板表面の熱流束は，300 mm角のケ
イカル板の中央位置で測定した．ケイカル板の厚さは
10 mmである．ケイカル板表面温度の測定には，シー
ス外径1.6 mmのシース熱電対を使用し，ケイカル板
に穴を開けて非加熱面から差し込み，ケイカル板の加
熱面側の表面に熱電対の先端を接触させて測定した．
また，ケイカル板表面の熱流束の測定には，感熱部直
径が25.4 mmの水冷式全熱流型熱流束計を使用し，ケ
イカル板中央付近に熱流束計の直径相当の穴を開けて
熱流束計の受熱面がケイカル板表面と同一面となる位
置で固定した．

Fig. 5 Arrangement of thermocouples and HFM



（　）17

― 　―41

もかなり高かった．露出型熱電対とシース熱電対を比
較すると，加熱開始から15分頃まではシース熱電対
の方が温度は高い．ケイカル板表面温度は，加熱開始
直後から加熱終了時まで，制御用熱電対よりも大幅に
低く，30分時点では，約240℃低かった．ケイカル板
表面位置での熱流束は，加熱開始直後に急増し，小さ
なピークが見られるが，その後は時間と共に増加し，
30分時点で約70 kW/m2であった．
　実験4（加熱曲線は ISO曲線，制御用熱電対はプレ
ート熱電対，制御用熱電対とケイカル板距離は100 
mm）では，炉内制御用熱電対であるプレート熱電対
の温度は，加熱2分頃までは ISOの加熱曲線よりも低
いが，2分から3分頃にかけて加熱曲線をわずかに上
回り，それ以降は加熱曲線と良好に一致した．ISO曲
線は加熱開始直後の温度上昇が非常に大きいため，加
熱開始直後にバーナ出力が大きくなり，炉内の加熱が
オーバーシュートしたと考えられる．露出型熱電対と
シース熱電対の温度は，加熱開始から3分頃まではプ
レート熱電対よりも高いが，その後は逆転し，プレー
ト熱電対の方が高かった．この傾向は，その後も続き，
加熱終了時点で約30℃の差が生じた．露出型熱電対
とシース熱電対を比較すると，加熱開始から10分頃
まではシース熱電対の方が温度はやや高かった．ケイ
カル板表面温度は，加熱開始直後から加熱終了時ま
で，制御用熱電対よりも大幅に低く，30分時点では，
約280℃低かった．ケイカル板表面位置での熱流束は，
加熱開始直後に急増し，小さなピークが見られるが，
その後は時間と共に増加し，30分時点で約68 kW/m2

であった．
　実験5（加熱曲線は ISO曲線，制御用熱電対は露出
型熱電対，制御用熱電対とケイカル板距離は100 
mm）では，炉内制御用熱電対である露出型熱電対の
温度は，加熱2分頃までは ISOの加熱曲線よりも低い
が，それ以降は加熱曲線と良好に一致した．露出型熱
電対と並列設置したシース熱電対の温度は，加熱開始
から15分頃までは露出型熱電対よりもやや高かった．
プレート熱電対の温度は，加熱開始から15分頃まで
は露出型熱電対よりも低かった．ケイカル板表面温度
は，加熱開始直後から加熱終了時まで，制御用熱電対
よりも大幅に低く，30分時点では，約240℃低かった．
ケイカル板表面位置での熱流束は，時間と共に増加し，
30分時点で約70 kW/m2であった．
　実験6（加熱曲線は ISO曲線，制御用熱電対は露出
型熱電対，制御用熱電対とケイカル板距離は10 mm）
では，炉内制御用熱電対である露出型熱電対の温度
は，加熱3分頃までは ISOの加熱曲線よりも低いが，

それ以降は加熱曲線と良好に一致した．露出型熱電対
と並列設置したシース熱電対の温度は，加熱開始から
加熱終了まで露出型熱電対とほぼ一致した．ケイカル
板表面温度は，加熱開始直後から加熱終了時まで，制
御用熱電対よりも常に高く，30分時点では，約50℃
高かった．ケイカル板表面位置での熱流束は，時間と
共に増加し，30分時点で約125 kW/m2であった．
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４．考察

4.1　加熱曲線の比較
　告示法と ISO法の加熱曲線の違いによる影響は，実
験1と実験6，実験2と実験5及び実験3と実験4を比
較すればよい．一例として，加熱温度曲線だけが異な
る実験1と実験6（制御用熱電対は露出型熱電対，制
御用熱電対とケイカル板距離は10 mm）のケイカル板
表面温度をFig. 7(a)に，ケイカル板表面位置での熱流
束をFig. 7(b)に示す．ケイカル板表面温度は，Fig. 
7(a)に示すように加熱開始直後は ISO曲線（実験6）
の方が高いが，7分以降は逆転して告示曲線（実験1）
の方が高くなり，加熱曲線を反映した結果となった．
また，いずれのケイカル板表面温度も加熱曲線よりも
高いが，これは，4.3節で後述するように，高温のバ
ーナ火炎からの放射が炉内のガス空間を通過して固体
のケイカル板に到達するとき，放射熱は気体（制御用
熱電対が測定する炉内ガス）よりも固体（ケイカル板）
の方が吸収されやすいためである．
　ケイカル板表面位置での熱流束は，Fig. 7(b)に示す
ように ISO曲線（実験6）では，加熱開始直後に熱流
束が急激に増加し，その後は時間と共に直線的に増加
した．ケイカル板表面温度と同様に，熱流束も加熱初
期は ISO曲線（実験6）の方が高いが，7分以降は逆転
し，告示曲線（実験1）の方が高くなった．30分間の
総熱量は，告示曲線（実験1）は163.7 MJ/m2，ISO曲

線（実験6）は159.2 MJ/m2であり，告示曲線（実験1）
の方が2.7%多くなった．
　実験2と実験5及び実験3と実験4の比較において
も，ISO曲線による炉内加熱の方が加熱開始直後は，
炉内温度，熱流束共に高いものの，7分頃に逆転し，
30分間の総熱量では告示曲線の方が若干多くなった．

Fig. 6 Temperature and heat flux in furnace

Fig. 7 Comparison of different heating curves (No.1 and No.6)

4.2　制御用熱電対の比較
（1）露出型熱電対制御とプレート熱電対制御の比較
　露出型熱電対制御とプレート熱電対制御の違いによ
る影響は，実験2と実験3及び実験4と実験5を比較す
ればよい．一例として，制御用熱電対の種類だけが異
なる実験2と実験3（加熱曲線は告示曲線，制御用熱
電対とケイカル板距離は100 mm）のケイカル板表面
温度をFig. 8(a)に，ケイカル板表面位置での熱流束を
Fig. 8(b)に示す．ケイカル板表面温度は，Fig. 8(a)に
示すように，プレート熱電対制御（実験3）では加熱
開始直後の上昇が急激であるが，加熱5分を過ぎると
ほぼ同じ温度となった．加熱曲線と比べてケイカル板
表面温度は大幅に低いが，4.3節で後述するように，
制御用熱電対とケイカル板の距離が100 mmであるこ
とに起因する．ケイカル板表面位置での熱流束は，
Fig. 8(b)に示すように，ケイカル板表面温度と同様，
プレート熱電対制御では加熱開始直後のケイカル板表
面の熱流束の上昇が顕著であるが，加熱3分頃には落
ち着いた．その後，加熱10分頃まではプレート熱電
対制御の方がわずかに高いが，それ以降はほぼ同等の
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熱流束であった．露出型熱電対制御とプレート熱電対
制御を比較すると，プレート熱電対制御の方が熱流束
の変動幅が小さいが，これは露出型熱電対に比べてプ
レート熱電対の応答性が低いためだといえる．なお，
両者のケイカル板表面温度の変動幅に大きな差異が見
られないのは，熱流は瞬間的なバーナ出力の変動を捉
えるので変動幅が大きくなりやすいのに対し，ケイカ
ル板表面温度は一定の熱慣性がある固体の温度を測定
しているので，両者の変動幅がもともと小さいためと
考えられる．30分間の総熱量は，露出型熱電対制御
では78.9 MJ/m2，プレート熱電対制御では81.3 MJ/m2

であり，露出型熱電対の方が3.0％低くなった．

の温度に一致させるためにバーナの出力が高くなり，
炉内ガスの温度は加熱温度曲線よりも高くなった．
4.3　制御用熱電対とケイカル板距離の比較
　制御用熱電対とケイカル板の距離の違いによる影響
は，実験1と実験2及び実験5と実験6を比較すればよ
い．一例として，制御用熱電対とケイカル板の水平距
離だけが異なる実験1と実験2（加熱曲線は告示曲線，
制御用熱電対は露出型熱電対）のケイカル板表面の温
度測定結果をFig. 9(a)に，ケイカル板表面位置での熱
流束の測定結果をFig. 9(b)に示す．ケイカル板表面温
度は，Fig. 9(a)に示すように制御用熱電対とケイカル
板の距離が10 mm（実験1）では，ケイカル板表面温
度は加熱曲線よりも高いが，100 mm（実験2）では加
熱曲線よりも低く，非常に大きな差が見られ，30分
時点で約300℃の差があった．ケイカル板表面位置で
の熱流束は，Fig. 9(b)に示すようにケイカル板表面温
度と同様に，制御用熱電対とケイカル板の距離が10 
mm（実験1）の方が全体的に熱流束は高くなった．
30分間の総熱量は，10 mm（実験1）が163.7 MJ/m2，
100 mm（実験2）が78.9 MJ/m2であり，約2.1倍の大
きな差がある．
　4.1節の加熱温度曲線の違いや4.2節の制御用熱電対
の違いによる差に比べると，制御用熱電対とケイカル
板までの距離の違いがケイカル板表面温度とケイカル
板表面の熱流束に与える影響が最も大きい．Fig. 10に
加熱中の炉内を側面スリット開口から撮影した加熱
30分時点の写真を示す．Fig. 10に示すように炉内は
ガス空間と火炎空間に分かれている．ケイカル板と制
御用熱電対はいずれもガス空間側にある．制御用熱電
対は火炎からの放射も直接受けるが，基本的にはガス
空間の気体の温度を測定している．高温のバーナ火炎
からの放射により，炉内ガスとケイカル板は放射熱を
受け取るが，気体である炉内ガスよりも固体であるケ
イカル板の方が放射熱を吸収しやすい．したがって，
Fig. 10(a)の制御用熱電対とケイカル板の距離が10 mm
のように，バーナ火炎がケイカル板に近い場合には，
ケイカル板への放射が強くなり，ケイカル板温度は制
御用熱電対の温度（≒加熱曲線）よりも高くなったと
いえる．一方，Fig. 10(b)の制御用熱電対とケイカル
板の距離が100 mmの場合は，バーナ火炎からケイカ
ル板までの距離が遠いことから，火炎からケイカル板
への放射熱が弱まり，ケイカル板の温度が10 mmの
場合に比べて低くなったと考えられる．
4.4　告示法とISO法の比較
　本実験のパラメータである，①加熱曲線，②制御用
熱電対，③制御用熱電対とケイカル板の距離について，

Fig. 8 �Comparison of different control thermocouples (No.2 and 
No.3)

（2）露出型，シース及びプレート熱電対の比較
　3種類の熱電対の温度を同時に測定したFig. 6(b)~(e)
の結果より，いずれも加熱開始直後はシース熱電対の
温度の方が露出型熱電対よりもわずかに高いものの，
10分以降はシース熱電対と露出型熱電対はほぼ同等
の温度であった．露出型熱電対とシース熱電対の温度
差は小さいので，金属シース外径が3.2 mmのシース
熱電対であれば，現在使用されている金属シース外径
6.4 mmの露出型熱電対と応答性はほぼ同じといえる．
　プレート熱電対と露出型熱電対を比較すると，いず
れも加熱初期はプレート熱電対の温度の方が露出型熱
電対の温度よりも低く，応答が遅かった．これはプレ
ート熱電対の熱容量が大きいためである．そのため，
Fig. 6(c)と (d)のようにプレート熱電対で炉内温度を
制御した場合には，プレート熱電対の温度を加熱曲線
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すべて告示の条件である実験1とすべて ISOの条件で
ある実験4のケイカル板表面の温度測定結果をFig. 
11(a)に，ケイカル板表面位置での熱流束の測定結果
をFig. 11(b)に示す．ケイカル板表面温度は，Fig. 11(a)
に示すようにすべて告示の条件である実験1とすべて
ISOの条件である実験4では，ケイカル板表面温度に
非常に大きな差が見られ，30分時点で約330℃の差で
あった．ケイカル板表面位置での熱流束は，Fig. 11(b)
に示すようにすべて ISOの条件（実験4）の方が，加
熱数分までは熱流束が一時的に高いが，その後はすべ
て告示の条件（実験1）の方が大幅に大きくなった．
30分間の総熱量は，すべて告示の条件（実験1）が
163.7 MJ/m2，すべてISOの条件（実験4）が77.7 MJ/m2

であり，約2.1倍の大きな差があった．これらの結果

より，告示の小型加熱炉で，①加熱曲線，②制御用熱
電対，③制御用熱電対とケイカル板の距離の3条件を
ISOに整合させると，現行の告示法と比べてケイカル
板への加熱力が大幅に低下することがわかった．

Fig. 9 �Comparison of different distances between control ther-
mocouple and calcium silicate board (No.1 and No.2)

Fig. 10 �Inside the furnace during another experiment conducted 
under the same conditions as this experiment. (At 30 
minutes of heating, left side is burner side, right side is 
the calcium silicate board side.)

Fig. 11 �Comparison of the difference between FDMA test con-
dition and ISO test condition (No.1 and No.4)

4.5　各パラメータの影響度
　実施した6つの実験の30分時点のケイカル板表面温
度をFig. 12にケイカル板表面位置での熱流束をFig. 13
に示す．ただし，瞬間的な温度変動の影響を低減する
ために，29分50秒から30分00秒までの測定値の平均
を用いた．すべて告示の条件である実験1を基準とし，
加熱温度曲線による温度差をΔTcurve，制御用熱電対に
よる温度差をΔTTC，制御用熱電対とケイカル板との距
離による温度差をΔTdistとする．近似的に重ね合わせ
が成り立つと仮定すれば，実験1とそれぞれの棒グラ
フとの温度差は，Fig. 12に示すようにΔTcurve，ΔTTC，
ΔTdistの和で表せる．同様に，すべて告示の条件であ
る実験1を基準とし，加熱温度曲線による熱流束の差
をΔqcurve，制御用熱電対による熱流束の差をΔqTC，制
御用熱電対とケイカル板距離による熱流束の差を
Δqdistとすると，実験1とそれぞれの棒グラフとの熱流
束の差は，Fig. 13に示すようにΔqcurve，ΔqTC，Δqdistの
和で表せる．加熱温度曲線の違いによる影響は，実験
1と実験6，実験2と実験5又は実験3と実験4を比較
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すればよい．また，制御用熱電対の違いによる影響は，
実験2と実験3又は実験4と実験5を比較すればよい．
同様に，制御用熱電対とケイカル板距離の違いによる
影響は，実験1と実験2又は実験5と実験6を比較すれ
ばよい．それぞれの比較から温度差を求めた結果を
Table 2に示す．温度差はいずれも告示の条件を基準
としたので，温度差の符号がマイナスの場合には，
ISOの条件の方が30分時点の温度が低いことを意味す
る．なお，すべて告示の条件である実験1とすべて
ISOの条件である実験4の温度差をΔTallとする．ここ
で，各パラメータの実験値の差を合算した値をΔTall,cal

とすると，
　ΔTall,cal = ΔTcurve + ΔTTC + ΔTdist  (2)
である．式 (2)及びTable 2の平均値より，各条件によ
る差を重ね合わせて求めたΔTall,calは -319℃であり，実
験値のΔTallである -332℃と概ね一致した．炉内の熱伝
達は非線形現象であり，厳密な意味では重ね合わせは
成り立たないが，対象を認定炉に限定し，実用的な変
動範囲に限れば近似的に重ね合わせができる．
　同様に，熱流束の30分値を比較する．それぞれの
実験から求めた熱流束の差をTable 3に示す．なお，
すべて告示の条件である実験1とすべて ISOの条件で
ある実験4の熱流束の差をΔqallとする．ここで，各パ
ラメータの実験値の合算値をΔqall,calとすると，
　Δqall,cal = Δqcurve + ΔqTC + Δqdist (3)
である．式 (3)及びTable 3の平均値より，各条件によ
る差を重ね合わせて求めたΔqall,calは -53.8 kW/m2であ
り，実験値の -52.8 kW/m2とほぼ一致し，熱流束につ
いても近似的に重ね合わせができる．また，各パラメ
ータの全体の温度差又は熱流束の差に対する割合を寄
与率として算出すると，各パラメータのうち，制御用
熱電対とケイカル板までの距離の違いによる寄与率は，
ケイカル板表面温度では92.1%，ケイカル板表面の熱
流束では96.9%であり，支配的である．

５．結論

　本研究では，消防庁告示の小型加熱炉に ISO 834-1
の試験条件を取り入れた場合の加熱特性の違いを測定
し，比較した．その結果，以下の知見を得た．将来的
に ISO 834-1のどの試験条件を告示法に取り入れるか
を検討する時に，本研究で得られた成果が役立つもの
と考える．
1）告示の小型加熱炉で，金属シース外径3.2 mmのシ
ース熱電対を用いれば，金属シース外径6.4 mm，
素線径1 mmの露出型熱電対とほぼ同等の応答性が
得られる．

Fig. 12 �Comparison of surface temperatures of calcium silicate 
boards at 30 minutes

Fig. 13 �Comparison of heat fluxes at the surface location of cal-
cium silicate plates at 30 minutes

   Table 2 Temperature difference obtained from experimental 
                values

Table 3 Heat flux difference obtained from experimental values

 Symbol    Calc.   Temperature
  difference (°C) Average (°C)

ΔTcurve

No.6 - No.1 5
-5No.5 - No.2 21

No.4 - No.3 -42

ΔTTC
No.3 - No.2 12

-20
No.4 - No.5 -51

ΔTdist
No.2 - No.1 -301

-293
No.5 - No.6 -286

ΔTall No.4 - No.1 -332 -

 Symbol    Calc.   Heat flux 
difference (kW/m2)

Average. 
(kW/m2)

Δqcurve

No.6 - No.1 3.6
0.2No.5 - No.2 -1.7

No.4 - No.3 -1.1

ΔqTC
No.3 - No.2 -1.7

-1.4
No.4 - No.5 -1.1

Δqdist
No.2 - No.1 -50.0

-52.6
No.5 - No.6 -55.2

Δqall No.4 - No.1 -52.8 -
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2）制御用熱電対とケイカル板の距離を100 mmとす
れば，告示の小型加熱炉の装置構成でも，プレート
熱電対で炉内温度制御が可能である．ただし，加熱
15分頃までは，従来の露出型熱電対制御よりも炉
内ガス温度は高くなるので，ISO整合化のためにプ
レート熱電対を採用する場合にはこの影響に留意す
る必要がある．

3）加熱曲線のみを ISO法に整合させた実験の比較（実
験1と実験6，実験2と実験5，実験3と実験4）より，
加熱開始直後は ISO曲線の方がケイカル板表面温度
は高いが，6～7分頃に逆転し，告示曲線の方が高
くなる．30分間の総熱量はいずれも告示曲線の方
が高いが，その差は最大でも4.4％と小さいため，
ISO整合化のために加熱曲線のみを ISO曲線へ変更
しても影響は小さいといえる．

4）制御用熱電対とケイカル板の距離を100 mmとして，
制御用熱電対のみを ISO法に整合させた実験の比較
（実験2と実験3，実験4と実験5）より，加熱初期
は一時的にプレート熱電対制御の方がケイカル板表
面温度は高いが，その後は露出型熱電対制御とほぼ
同等である．30分間の総熱量はいずれも露出型熱
電対制御の方が低く，その差は最大でも3.0％と小
さい．なお，プレート熱電対を設置することにより，
バーナ火炎からの放射熱を遮蔽する障害物となる可
能性があるので，告示法にプレート熱電対を採用す
る場合には，設置位置も検討する必要がある．

5）制御用熱電対とケイカル板までの距離を ISO法に
整合させた実験の比較（実験1と実験2，実験5と
実験6）より，制御用熱電対とケイカル板までの距
離を100 mmにするとケイカル板の温度及びケイカ
ル板表面の熱流束は大幅に低下し，30分時点では
約300℃低い．30分間の総熱量はいずれも告示法の
方が約2.1倍大きく，一部解放された密閉されてい
ない炉内で，制御用熱電対とケイカル板までの距離
を変化させるとケイカル板の温度上昇と入射熱流が
変化する．

6）加熱曲線，制御用熱電対の種類，制御用熱電対と
ケイカル板までの距離の3つの試験条件のうち，制
御用熱電対とケイカル板までの距離が，ケイカル板
の温度及びケイカル板表面の熱流束に与える影響と
して支配的である．また，告示の小型加熱炉の試験
条件を本研究で検討した3条件とも ISO法に整合さ
せると，現行の告示と比べてケイカル板の温度及び
ケイカル板表面の熱流束が大幅に低下する．
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